実践的労働法入門②

第2回　「内定」のない内定取り消し

本企画では、POSSEによせられる相談の中から、特にややこしい法律の論点について労働法に詳しい大学の先生や弁護士の方々にわかりやすく教えてもらいます。

第２講のテーマは、内定取り消し問題です。大卒の内定率が80.0％となり（10年2月全国統計）昨年同期より6.3%も低下し、職を得られるかどうかさえ厳しい状況の中、一度内定をもらっても取り消されてしまうという問題が多発しています。この問題について立命館大学の佐藤敬二教授にうかがいました。

■「内定」なのに内定じゃない？

――最近の内定取り消しの実態はどのようになっているのでしょうか。

大学の就職担当者や学生から就活についての話を聞く中で、内定取り消しの中でも、そもそもはっきりと内定とは言われなかったというケースが多くなってきているように感じます。全体からすればまだ一部ではあるのですが、件数としては増加しています。つまり会社側からはっきりと内定と言われずに、「あなたは選考に通りました」とか「通過しました」とか、あるいは単に「よろしくお願いします」など、そのレベルで止まっているというケースです。

こうしたやり取りをすると、学生はやり取りの前後の脈絡から当然内定をもらったと思うのですが、後になってあれは内定ではなかったと言われてしまうわけです。学生からすれば当然内定を取り消されたと思うわけですけれど、企業は、いやそもそも内定を出していない、あくまで選考の過程・途中だったのであって最終的な契約は交わしていないと言うわけです。もちろん実質的には内定取り消しです。しかしこのように内定取り消しかどうか自体が論点となって争われることになってしまっているのです。

■規制を逆手に取った巧妙な手口

――なぜこのような曖昧な形で学生に通知するのでしょう。

内定取り消しの問題はここ数年メディアでも大きく報じられ、行政も対応に乗り出すなど社会的に非常に問題視されるようになってきました。このような状況で内定取り消しを派手に行なうことは難しくなっています。企業もそれは認識していて、このような「内定自体を出していないということにする」という手法が使われているようです。

会社としては学生に内定を匂わせることで他の企業へと流れるのを防ぎ囲い込みができますし、より優秀な学生が来たなら、それより優秀ではない学生に対して、「あれは内定ではなかった」という理由で切ることができます。

こうした背景には就職活動における学生と企業の力の差があります。内定未満の通知に対して学生は不審に思ったり疑問に思ったりしにくい。学生は大抵の人が就職活動は初めてでほとんど経験がないですよね。人にもよりますけれど、１社か２社しか内定をもらえないわけですし、大卒で退職して再就職するような経験を持っていたとしても、せいぜい10件未満だと思うのです。会社毎に伝え方は違っていますから、学生にはニュアンスが分からないわけです。それに対して会社のほうはたくさん経験もあるので、本当に欲しい人と内定に至らない人でどういう言い方をするかマニュアルがあるのだと思います。でもそれが学生からは分からないので、困ってしまうわけです。

曖昧な内定通知の問題を是正するために、職業安定法上のガイドラインが定められています。このガイドラインでは、内定を出すときにはそれと分かるように明確に示すこととされています。ところが、これも会社に逆手に取られて、「うちは明確に言っていないので内定ではないのだ」という言い方をするわけです。これが現在の内定取り消しの実態です。

■内定取り消しは整理解雇と同じ規制がかかる

――こうした内定とはっきり言わない内定は法律的にはどう捉えられますか。

まず内定取り消しに関する法理を確認しましょう。法的には内定によって労働契約が締結されたと考えられます。したがって内定取り消しとは労働契約の解約を意味します。どのようなときに使用者側からの解約が正当化されるかですが、これは社会通念上相当の理由が必要とされます。具体的には、内定者が卒業できなかったり、採用時に予期できなかった身体的・精神的な変化によって予定されていた労働ができないとみなされる場合、企業経営の急激な不振による採用計画の見直しが緊急に必要な場合などに限定されます。

最後に触れた企業経営の不振による内定取り消しには、通常の整理解雇と同様の法理による解雇規制がかかってきますから、整理解雇の4要件にしたがった基準が適用されることになります。最近はこの事由による内定取り消しが多いわけですが、実際に内定取り消しを正当化するほどの経営の悪化はないにも関わらず取り消すというケースも多くあるようです。もし経営悪化を理由に内定取り消しにあったとしても裁判や労働組合などを通じて内定取り消し自体の撤回や、補償金の獲得などをすることができますから、決してあきらめる必要はありません。 

■曖昧な「内定」でも契約は成立する

では今回のテーマになっている、曖昧な内定通知について考えてみましょう。法的には内定であるかどうかは、別に内定と言ったかどうかで判断されるわけではなく、労使間の合意の実態から判断されます。つまり会社と学生のやり取りの経過全体から見て内定であることが判断されるのです。

これに対して会社側は、もともと契約の成立というのは２人の間の意思が合致したときになのだという論を持ち出します。つまり今回のテーマのような場合に会社としては内定だという意思ではなかった。だから意思が合致していないので契約はしていないというのです。しかし心の中など分かりませんから、意思というのは外見から、客観的事実から判断するのが法律の考え方です。この点は争いがありません。

ただ内定の場合に難しいのは、外見に現れた事実からだけの判断だと、会社としては、例えば前年の4月くらいに内定が出たとすれば、翌年の4月になったら入ってくださいという趣旨ですし、学生も翌年の4月になったら入りますという意思なので、1年後に契約を締結する予約をした、というよに客観的に解釈できなくもないという側面はあります。
しかし、実際には内定の時点で労働契約が成立したのだと裁判所も政府も学者も一致して解釈しています。これはやはり単純に意思内容だけから判断するというわけではなく、学生や求職者の弱い立場を保護するのだという判断がベースにあると考えられます。会社が厳密には内定だと言っていなくても、若者のおかれている立場などを考慮して、労働契約がこの時点で成立していると判断されることになります。

■会社への「お礼のメール」が証拠になる

ただ、そうだとしてもそれを裁判で争おうとすればひじょうに時間がかかるわけです。裁判だと１年、労働審判でも何ヶ月かかかります。その会社への就職が駄目なら駄目で早く次の手を打たないといけない。1年たって裁判で勝ったとしても就職時期は1年遅れるわけなので、実際にはなかなか裁判で勝って内定だと認めさせてというわけにはいかないわけですよね。

そこで、学生にアドバイスしているのは、白黒はっきりさせるということです。内定なのか分からない、判断がつきにくい通知をもらったときに、それが内定なのかどうなのかを確定させるのです。若者の側からその会社に対して「これは内定ですよね」といった確認をとったらいやな顔をされるでしょうから、実践的には「内定どうもありがとうございました」とお礼のメールを送るというのが有効でしょう。

このメールに対して会社から返事が特になければ、これは会社も内定だと認めていたのだと後で主張するのに役に立ちます。連絡はお礼状でもいいのですが、送信した証拠が残るのでメールがいいでしょう。

逆にこのお礼のメールに対して会社から「内定ではありません」と返事があるなら、それはそれではっきりするわけで、次の会社の就職活動へ行けるのですね。内定かどうか通知をもらった時点で明確にすることによって事前に被害を防げます。さきほど紹介した職業安定のガイドラインでも内定かどうかはっきりさせろといっていますので、このような対処の仕方ができるのではないでしょうか。 
■新卒一括採用から「仕事」を基準にした採用へ

最後に、安易な内定取り消しを許してしまっている日本の採用慣行の問題を考えてみましょう。日本では採用の際に求められている能力にきちんとした基準がなく、そのことが、大学卒業時の新規一括採用を逃したり、入社後3年ほどで辞めた場合に、若者の就職を著しく不利にしてしまっています。このような若者は中途採用枠での採用になりますが、そこではベテランの労働能力をもった人と競争になってしまうからです。こうした構造が、若い人達がなにがなんでも新卒で就職しようと追い立てられている背景にあります。これからはこうした慣行をいかに社会的な取り組みとして変えていけるかが問われてくることになると思います。
